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財務会計と税務会計の連接に関する考察












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































110 長野大学紀要 第15巻第1号 1993
の処理と企業会計上の処理が一致をみることにな
れば､経理処理の多元化､財務諸表の多元化とい
う実務上の煩さ性が回避されることになり､これ
は会計の実践の場における極めて大きなメリット
というべきであろう｡
また､税務会計の要請する処理基準がおおむね
一律的であって､企業の経営内容の実態を表わし
難いとする批判も多いが､公正なる会計慣行とい
う大枠が存在するとしても､会計処理の基準を各
企業の自主的な判断に委ねる場合には､公平理念
を阻害する懸念とともに､企業間の比較可能性が
損われるという弊害を招くことにもなろう｡
さらに､確定決算主義は租税回避行為を防止す
るとともに､企業財務の健全性を担保する効用を
も有するとする説もある｡たとえば､減価償却に
ついて､企業会計上は定額法を､税務会計上は定
率法を通用するとか､割賦損益につき､企業会
計上は通常の販売基準を､税務会計上は割賦基準
を採用するなど､企業会計では多くの利益を計上
して配当など社外流出を行いながら､税務計算上
は法人税の回避を企てるなどの不健全な行為は､
確定決算主義によって防止することが可能となろ
つ ｡
おわりに
最近､会計基準の国際的調和の見地から､わが
国の会計制度は大きな変革を迫られている｡先進
各国が導入を検討している国際会計基準に対応す
るため､企業会計審議会では株式公開企業の会計
基準の根本的な改革に着手すると伝えられる｡そ
の際､商法､証券取引法､税法に基本的に一つの
決算で対応する確定決算主義は､先進各国の会計
制度と調和させる上の最大のネックになっている
といわれており､この三法をそれぞれに別の基準
を設ける欧米型の会計制度に改めることが大きな
検討課題とされている｡
この会計制度の見直しは ｢調整｣ではなく､｢改
革｣であり､極めて多くの難問に直面するであろ
うことは明らかである｡
現行の確定決算主義による会計制度は､これを
弾力的運用により存続し､企業の経営内容の国際
比較を容易にするためには､別途､国際会計基準
の導入による開示制度の新設を検討するという漸
進策を考慮することも､難問打開の一つの道では
なかろうか｡
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